
ハイテク型産業クラスターの形成メカニズムの研究

─フィンランド・オウルICTにおける歴史的実証と

オウルと米国オースチンの比較─

開催日：2006年6月28日（水） 講師：日本政策投資銀行設備投資研究所　笹野　　尚

（原田） 本日の研究会は本プロジェクトの都市経済政策ユニットの一環として企画されており

まして、本日の講師は、日本政策投資銀行設備投資研究所の主任研究員の笹野尚さんにお願い

しました。「ハイテク型産業クラスターの形成メカニズム」という講演していただこうと思い

ます。なお、笹野さんと私は実は事前に面識がなくて先ほど初めて名刺を交換したんですけれ

ども、そもそもは実は僕の隣に座っておられます日本政策投資銀行の環境・エネルギー部長の

前田さんが、実は我々のプロジェクトの研究員です。ですから、その関係で、実は前田さんに

産業クラスターに関する何かご報告を願えないかというふうに去年あたりからお願いしていま

したところ、非常にご多忙であるということと、もう１つは自分よりももっとベターな、ある

いはベストな人材が自分の身近にいるぞという話になりまして、じゃあその方にということで、

その方が実は本日の講師をしていただく笹野さんでございます。恐らく、ちょっと拝見しまし

たところ、日本政策投資銀行の中で、この分野については大変に積極的に、精力的に研究をさ

れていて、これは、実は私どもが先週、３拠点で公開講座をやりました。そのときに、実はフ

ロアーからの大変厳しい質問の中に、そもそも産業クラスターについてはもう２期目に入って

いると。これについて一定の評価をした上で、もういかなくてはいけないのではないかという

ような厳しいコメントもありましたので、そういうことも踏まえて次のステップを模索しなく

ては、と思っていますので、ぜひ今日はその切っ掛けにしたいと考えています。

一応のスケジュールとしては、１時間ぐらいのご報告をいただいて、それから、20分ぐらい

で質疑応答ができればと思っております。

それでは、よろしくお願いします。

（笹野） ご紹介いただきました笹野でございます。ちょうど報告書がまとまりかけてきたとこ

ろでしたので、こういうような機会を与えていただきまして、大変有り難く存じます。いろい
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ろ忌憚のないご意見をいただければ幸いです。

この研究を始めた問題意識ですが、ちょうど２年前に設研に参りまして、その前には仙台に

おりました。仙台で東北大学、あるいは仙台市役所の人たちと、クラスター形成、特に若手で

集まってクラスター研究会を、これは東北大学の原山優子先生にご指導いただきながら、ある

いは東北大学の西沢昭夫先生にいろいろな形でご指導いただきながらやっておったわけでござ

いまして、それから、東京にちょうど２年前に戻りまして、やや研究所というふうな。私はそ

れまで、どちらかというとレポートのたぐいはけっこう書いてきたのですが、少しアカデミッ

クに近い形で何とかがんばってみるというセクションに参りまして、こういうハイテク型産業

クラスター、特に日本の仙台、あるいは札幌、福岡、こういう地域が、ここ10年ぐらいがんば

っていると思うのですが、何かそういう地域のために役立つインプリケーションがあればとい

う思いでやらせていただいたということです。

この研究会は川崎地域というのが１つのターゲットになっていらっしゃるという話を伺って

おりますので、どこまでご参考になるかわからないのですが、ハイテクというところでは、大

いに関連があるのではないかと思っております。時間がありませんので、資料を飛ばしながら

ご説明させていただきます。

内容については、これはレポートの構成なんですけれども、クラスターの概念整理、この辺

はもう釈迦に説法ですので飛ばしていきますが、それをやった上で、これまでの研究成果の整

理ということで、比較的、特に経営学の分野で、「なぜ産業集積が継続するのか」というのは

一橋の伊丹先生たちが1998年に書かれた『産業集積の本質』を初めとしていろいろ語られてい

ると思うのですが、産業集積あるいはクラスターの形成というところは、そのプロセスに焦点

を当てた研究が少ないのではないかということでやってみたわけです。

３番目は、私なりにまず作業仮説の導出と言ったら大げさですが、その部分は帰納的という

よりも演繹的に出してみました。そのメカニズムをオウルで検証するという構成になっていま

す。

きょうは、オウルとオースチンの比較というお題もいただいていますので、できるだけオウ

ルの説明も早くやりまして５番のオースチンとの比較に入りたいと思っております。

この辺のクラスターの定義はもう本当に釈迦に説法ですので飛ばしますが、１点だけ、私の

産業クラスターの定義は、基本的にポーターの定義と同じと考えていただいて結構かと思いま

す。ただ、私のクラスターの定義には、比較的わかりにくい概念かもしれませんが「活動体」

というものを入れてあります。活動体というのは、産業クラスターの形成を目指して継続的な

働きかけを行う、地域の個人や組織による活動グループという意味で使っています。シリコン

バレーはきっかけは別にしてもどちらかと言えば自然発生的なクラスターだと思いますが、ほ

とんどのクラスターと言われる地域でそうした人為的な働きかけが相当入っていると思いま

す。まして日本の東京以外のクラスターを目指す地域においては、活動体による働きかけがな

いと、もう全く形成の可能性すらおぼつかないのではないかということで、私の定義にはこの

「活動体」というのを入れております。また私の定義では「価値連鎖の体系」と言っています

けれども、基本的には、昔、九大におられて今は中央大学に移られました山崎朗先生が「産業

の生態系」という言葉を言っておられますけれども、それに近いイメージで使っております。
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私は東京の郊外に長年住んでおりますけれども、東京でもTAMAクラスターということで、

八王子、相模原、狭山などでやっていますけれども、それはそれで素晴らしいのですが、やは

りこれからの日本の大きな課題の一つは、３大都市圏以外の地域でいかにハイテク産業クラス

ターを形成するか、ということではないかと思っております。

できるだけ飛ばしていきまして、マーシャルの地域特化産業も、いつもこういうのは定番で

すので資料には用意しております。あとは開発経済学の園部先生、大塚先生の「産業発展のル

ーツと戦略」の中のインプリケーション。これは、技術主導型の産業の質的向上期においてイ

ノベーションが特に大切だとか、大都市からの距離の近さ、その辺は「都市化の経済」という

ことだと思いますけれども、そういう点が重要だと思います。都市経済学、この辺は、いわゆ

る「都市化の経済」と「地域特化の経済」ということで、アメリカの新興産業の成長が「都市

化の経済」に強い影響を受けてきたということが出ております。

どんどん飛ばしていきたいと思います。ポーターはクラスターの効果として、生産性の向上、

イノベーション、アントレプレナーシップ、この３点に力点を置かれているというのはよくご

存じの話で、ダイヤモンドモデル、この辺も、もう説明不要かと思います。また、ポーターは

「競争」がイノベーションを生み出すということを強調していると思います。

クラスターの地理的範囲、この辺は説明を飛ばします。

日本の経営学の石倉先生、金井先生たちによる、2002年の『日本の産業クラスター戦略』と

いう本がありましたけれども、そちらの中の金井一頼先生の整理について。金井先生の定義は

ポーターの定義と非常に似ていますよね。「一定の分野で」とか、「競争」というのが入ってい

るとか。あと、クラスターの効果については、生産性の向上、イノベーションの促進、新規事

業の創出、でポーターとほとんど同じです。クラスター形成を促す基礎的要因ということでは、

地域独自の資源や需要の存在、それから、関連・支援産業の存在、革新的企業がある、の３点。

これらが形成を促す基礎的要因ということで、全くそのとおりだと思うのですけれども、ある

いは、大阪市立大学の前田先生も『日本の産業クラスター戦略』の中で、海外８地域の調査か

ら、クラスターの形成要素と促進要素として20の要素を機能的に抽出したということで、これ

は非常に網羅的で、かつ、実務的にもチェックリスト的には非常にいいと思うのですけれども、

20もあると、その中のどれが大切なのかというのが、ややわかりにくいということと、これら

の要素の間の時間的な関係というものについて必ずしもおっしゃられていないということで、

そこの部分をやってみたいと思った次第であります。本講では、５つの形成プロセスの間の時

間的な関係、それから、各プロセスが相互に促進的な因果関係を持っているのではないかとい

う作業仮説を設けて分析しております。

できるだけ早く進めていきたいと思うのですが、・・・伊丹先生たちのプロジェクトで、結

局、２点、何で産業集積が継続するのかと。これは大田区とか、イタリアとかをベースにされ

ているということだったと思うのですが、いわゆるリンケージ企業、需要搬入企業の存在と、

それから分業集積群の柔軟性、この２点で言われていたと思うのですけれども、図にするとこ

ういうぐあいで、この大きな２点ですね。非常にわかりやすい切り口かと思います。この２点

のメカニズムが働くから産業集積は継続するということなのですが、さらにこれら２点のメカ

ニズムに何が影響を与えるのかということで、「技術蓄積の深さ」、あるいは「創業の容易さ」、
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あるいは「分業間調整費用の低さ」、こういうのがありまして、特にこの「技術蓄積」と「創

業」というのは、２つのメカニズム両方に絡んでくるということで整理をされていると思いま

す。

伊丹先生チームに入っていらした現在立教大学におられる高岡先生は、1997年の論文で取引

システムの観点から産業集積の継続の論理の整理をされていまして、そこでは、集積内分業、

つまり集積の中の話と、集積とマーケットとの連関、つまり集積と外部との関係の話に分けて

考えています。内と外に分けて、なぜ集積が自己保存するか。ここに「集積のシステム形成」

と書いてありますけれども、これはむしろシステムの「維持」とか「継続」という意味だと思

いますけれども、集積内分業の効用のからみでは、創業が継続的に発生するから、分業集積群

のボリュームや多様性が維持できる、という話です。それから、集積とマーケットとの連関で

は、「技術蓄積」と「評判の喚起」があるから需要が流れ込み続けるという話。表の右側の

「システム変動」のほうは、それぞれ上のほうは創業が減ったり、垂直統合で企業の数が減っ

たりすることが、システムの変動であると。あるいは、下のほうは、自動的に経済環境に適応

して、新たな評判を獲得したり、あるいは、みずから進んで新たな技術、評判をつくっていく

ような方向というような話で整理されて、これはこれで非常にわかりやすい話だと思います。

橘川先生は、東大の社研の経営史の先生ですが、伊丹先生と高岡先生の主張を次のように整

理されました。伊丹先生は、要するに「柔軟な分業集積群」と「需要搬入企業の存在」の２点

である、その両方に「技術蓄積の深さ」と「創業の容易さ」が影響を与える。高岡先生は、

「集積内分業の効用」と「リンケージ企業の需給接合機能」の２つのメカニズムですけれども、

「技術蓄積」というのを集積の中の話ではなくて「評判」と絡めてリンケージの話、すなわち、

なぜ外から需要が流れ込み続けるのかということとからめて説明をされたということです。橘

川先生が、両者の主張を整理されて、キーワード的に「分業」、「技術蓄積」、「創業」、「リンケ

ージ企業」、「評判」の５つを挙げまして、前３者を集積の内部で作用するメカニズム、最後の

２つを集積の内と外を繋ぐメカニズムということで整理されたわけです。これは私は非常にわ

かりやすいと思いまして、基本的には、橘川先生の整理をベースにしているようなところがあ

ります。

産業集積の崩壊のメカニズムは、いわゆる「負のロックイン効果」の話とか、山下裕子先生

がおっしゃる、要は、「範囲の経済」が働きにくくなったり、「規模の経済」が働きにくくなっ

たりするような、「意図せざる結果」が時には起こるのだというような話をされていて、崩壊

するということは、要するに競争力がなくなるということですが、さらに言えば、イノベーシ

ョン能力が低下するというところが１つのポイントになっていると思います。既存の産業集積

が崩壊するときも、イノベーション能力が低下するということですが、今回のテーマのハイテ

ク産業の場合は、一旦できた集積が崩壊するときはもちろんですが、ハイテク産業集積が形成

されるプロセスそのものに、イノベーションという要素が非常に強くかかわっていると考えて

います。シリコンバレーで言えば、シリコンバレーができる形成プロセスそのものが、地域の

イノベーションシステムの発展のプロセスであったというふうに、極論すれば言えるのではな

いかと思います。

伊丹先生たちは、産業集積が継続するメカニズムとして２点挙げたわけですけれども、私は
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まずここでハイテク型産業集積が継続するメカニズムというのを一応考えたいと。そのための

予備的作業として、産業集積とイノベーションの関係を一応概念的に整理しておく必要がある

のではないかということで、ちょっとやってみたわけです。

先ほどの橘川先生の５つのキーワードに沿って簡単に言いますと、まず「分業」とイノベー

ションの関係を見てみます。当然、あらかじめできている産業集積の中ですから、ある程度分

業システムが発達している。そうすると、いろいろな部材とか、中間材とか、そういったもの

が総体的に多いということは、仮にここでイノベーションというのはシュンペーターの言う

「新結合」という意味で考えて議論しているのですが、その「新結合」のための組み合わせる

元の要素が多い。したがって分業システムの発達している場所ではその分イノベーションに有

利なことになる。「技術蓄積」についても、同じようなことですね。ただ、「技術蓄積」は、先

ほど出てきた「負のロックイン効果」のところで、一たん評判ができてしまうと、それに沿っ

た形でいろいろなシステムが動いてくるということですので、やや固定化されてしまうという

マイナスの効果も一部含まれているというところはあると思います。この辺のプラスの効果と

マイナスの効果が混じっているところが、産業集積とイノベーションの関係をちょっとわかり

にくくしている原因かなと思っています。

「リンケージ企業」は、そもそもイノベーションを促進あるいは遂行しうる立場にあるとい

うのが高岡先生の整理で、要するに、産業集積の内と外をつなぐ役割、ゲートウェイと言って

もいいと思いますけれども、リンケージ企業は、もともと集積の外の需要と中の技術を、現在

あるもの、現在ないもの、を含めて繋ぎうる立場である。基本的には、現在あるもの同士をつ

ないでいるわけですが、顕在的なものだけではなく、潜在的な需要、潜在的な技術も含めて繋

いでいるんだと。あるいは、今はないけれども、こういった現在ない技術、現在ない需要、こ

れも場合によっては繋ぎうるんだという話で、これも言われてみれば、非常にわかりやすい話

で、だからこそリンケージ企業はイノベーションを促進し得る立場にあるんだという話だと思

います。

「評判」についても、産業集積としての評判があればいろいろなタイプの需要が流れ込みや

すいということで、リンケージ企業によるイノベーションを促進するというような話。

それから、「創業」については、これも一般的な話ですが、産業集積の中では、もともと起

業し得る人材、スピンオフ元の企業や機関の存在も含めて、あるいは、いわゆる「産業の生態

系」がありますので、そういった需要が細かく存在するということで、もともとほかの要素が

同じであれば、創業がほかの地域に比べて起こりやすいということは言えると思うんですが、

そうであるとすると、ハイテク分野のスタートアップ企業は、ニッチな市場で高いシェアをね

らうケースが多いですので、そうすると技術パラダイムの変化に強い、あるいはそれを志向す

る、破壊的なイノベーションを目指す存在であるということで、これもある種のイノベーショ

ンを促進するという話になるかと思います。

こういうふうに整理していくと、あとは、もともと産業集積ですので、同業種の競争が激し

い、その中にはポーターが言うように差別化を追求する競争もあるということで、イノベーシ

ョンに一歩近づくということで、負のロックイン効果を一部含みますこの２番の技術蓄積とか、

あるいは４番の評判というのもありますけれども、総合的に見ると、かなりの程度、産業集積
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はイノベーションにとって有利な状況を持っているのではないかと。

先ほどの２と４の「負のロックイン効果」をいかにして防げるかという話で、古くからの議

論ではありますが、「ダブルループ学習」というのが言われておりまして、このダブルループ

学習は、既存の枠組みを超えるような、従来の価値が変動するような学習を意味するわけです

が、そのような学習が地域で行われるかどうか。従来の枠組みを乗り越えるためのいろいろな

情報やきっかけを持ち込む機関や人が、その地域にあるかどうか。具体的には、大学ですとか、

公的研究機関、あるいはすぐれたビジョナリー、そういったものが地域にいるかどうかという

のが、この辺の「負のロックイン効果」を防ぐキーになっています。

そんなことで、ちょっと時間がかかりましたけれども、伊丹先生のチームの「需要搬入企業

の存在」、「柔軟な分業集積群」に加えて、ハイテク型産業集積が継続する要因ということで、

「イノベーションが遂行されやすいこと」。ある程度、これはこういう言い方でいいだろうと思

って３番にしてあります。４番、「スタートアップ企業が生まれやすく、育ちやすいこと」。こ

れも先ほどご説明した意味で、ある程度生まれやすいということで、生まれやすいとすると、

この１や３を後押しするということですね。企業の数が増え足りたり、ある種のイノベーショ

ンを促進すると。５番は「評判が喚起されていること」。産業集積が出来ているということは、

ある程度の評判があるんだろうと。だとすれば、その評判を通じてこの１、２、３、４すべて

を後押しする効果があるということになると思います。例えば１番で言えば、域外の企業がそ

こに入り込んできたりとか、そういったことがあるわけです。ここで全部は説明しませんけれ

ども。

そういうことで、ここでハイテク型産業集積が継続するメカニズムとして５つのメカニズム

を整理したわけですが、これをベースにしてハイテク型産業クラスターが形成されるメカニズ

ムを考察するわけです。つまり、これらのハイテク型産業集積の継続するメカニズムがすべて

働き始めているとすれば、それをもってハイテク型産業クラスター、ここではクラスターでも

集積でもいいのですが、ハイテク型産業集積の形成であろうと。継続のメカニズムが働き始め

るようになるということは、形成プロセスが進んでいるということであろうというふうに考え

たわけですね。１から５の順番に沿って言いますと、たとえば１であれば企業集積が進展する、

２であればアンカーカンパニーがあらわれる、出現する。それからイノベーション環境が改善

する。それから、起業環境が、創業環境と言ってもいいですが、改善する。評判が確立すると

いうふうに、産業集積が継続するメカニズムが生まれるためには、すべてゼロからスタートす

るときに、この５つのプロセスが必要だと言っているわけです。これはもちろん、私の今まで

で見聞きしてきた話もすべて総合していますけれども、一応、演繹的に出しているつもりです。

オウルでこういうプロセスがどうなっているかを分析することは、この作業仮説の検証を目的

にしております。

５つのプロセスの順番の蓋然性について、簡単に言いますと、イノベーション環境の改善が

一番先に来るわけです。後でご説明しますけれども、やはり何もないところからスタートする

には、例えば大学の設立ですとか、公的研究機関の設立とか、ナショプロを持ってきたりとか、

そういうことがまず最初にある。

これに引き続きまして、企業、特にハイテク企業が、いろいろな産学連携がきっかけとなっ
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たりして、その周辺に進出をすると。もちろん用地的な受け皿というもののありなしにもかか

わりますけれども、やっぱり１のイノベーション環境の改善があって２の企業集積の進展があ

ると。３のアンカー企業の出現のアンカー企業は、先ほどの需要搬入企業、あるいはリンケー

ジ企業と同じ意味です。ただ、私はアンカー企業のほうが、語感として、地域の中の需要の最

終走者みたいなところがありますので、好きなのでこういうふうにしているだけなんですが。

やはり、２がある程度育ってきてから、その中からアンカー企業があらわれるだろうというこ

とで、３に置いています。ただ、後でご説明しますけれども、実は、２があって３があるとい

うよりは、１のイノベーション環境の改善が、強力にアンカー企業の出現をサポートしている

ということを後でご説明いたします。起業環境の改善がそのあとの４番目に来ます。これはや

はり地域にとって、こういうアンカー企業が、地域に大きな需要を搬入して、サブコントラク

ターとかにいろいろな仕事を出す。そういう存在が地域にあらわれるということが、最も起業

環境の改善に貢献するのだという考え方に基づいています。起業環境の改善のためにはもちろ

んインキュベーターを整備するとか、ベンチャーファンドを設立するとか、そういうのはもち

ろんありますけれども、やっぱり最大の要素はそこではないかというふうにかねてから思って

おります。

最後、「評判の確立」。どちらかというとこれはアウトカムみたいなところがありますので、

すなわち幾ら広報活動をやっても、実態が伴わなければ評判になりませんので、当然最後の５

番目に来るというふうになっております。

先ほどの順番で１、２、３、４、５と、こういう順番で５つのプロセスを並べております。

先ほどの１が進むと２が進むというのは、この１から出る矢印がそれを示しております。これ

は事前に演繹的に、この太矢印、点線、あるいは矢印のないところもありますけれども、前提

を置いて作業を進めたというわけでございます。

因果関係が強そうなものがありますけれども、ちょっとこれは説明を飛ばします。

因果関係が弱そうなもの、あと因果関係がないんじゃないか。例えば評判が確立したからア

ンカー企業が出現するということはないんじゃないかなとか、起業環境が改善したからアンカ

ー企業が出るというものでもないんじゃないかと。

レポートを持っていらっしゃらない方がいらしたら申し訳ないんですが、お配りしたレポー

トの37ページに、実は、この形成期を前半の創成期と後半の発展期というふうに二期に分けて

ございます。その分けた中で、それぞれのプロセスを進めるための活動体の活動というのが、

この表の中に盛り込んであります。また、パワーポイントに入れるべきだったのですが、レポ

ートを持っていらっしゃる方は39ページをあけていただけないかと思います。なぜオウルを分

析対象にしたのかということで簡単に申し上げますと、横軸が、要するに既存の産業集積があ

るかないかということでとってあります。縦軸が、活動体による働きかけの熱心さを示してお

ります。オウルは、左上の象限ですけれども、要するに、ハイテク型産業クラスターのベース

になるような機械系の産業集積がない場所で、要するに、大学と地方政府の町みたいなところ

が、活動体による非常に活発で継続的な働きかけによってＩＴ産業クラスターをつくったとい

うのが、オウル、オースチンであります。

対照的なその下の象限ですが、シリコンバレーなんていうのは、最初は大学以外にほとんど
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何もないに等しかったわけですね。だから左側にある。また活動体という意味でも、きっかけ

としてはヒューレットパッカードの話とか有名な話がいろいろありますが、活動体がずっと継

続的に働きかけたわけではないと。だから下側にあるわけです。かなりの程度自然発生的であ

ると。卒業生を東海岸に送り出さざるをえずくやしいとか、アンチ東海岸みたいな、そういう

ものもあったわけですけれども、別に、非常に組織的な活動がずっとやられたわけではないと

いうことで、この象限に置いてあります。私は実は、今回、オウル、それからオースチンを分

析したわけですが、日本の３大都市圏以外の地域ブロックの中心的な都市のハイテク産業振興

に参考になるのではないかと思った次第です。

やっとオウルの話に入るわけですが、ここの緑のところがフィンランドですが、ヘルシンキ

はちなみにここですね。オウルはここなんですね。北極圏がたしかロヴァニエミのちょっと下

ぐらいですから、こういう感じで、ここから北が北極圏になっていまして、オウルはここです

から、北極圏まで200kmくらいでしょうか。北極のシリコンバレーなんていう別称もあるみた

いですけれども、こんなところにあります。ヘルシンキから電車で行くと７時間くらいかかり

ます。飛行機なら１時間で行きますし、１時間に１本の割で出ていますので便利ですが、ただ、

もう飛行機で行かないとどうにもならない。

ただ、後でご説明しますが、このボスニア湾に面しているということで、昔から、17世くら

いから、国際貿易の拠点でもあったわけです。それがオウルの発展の１つの伏線にもなってい

るわけです。この辺は大いに飛ばしていきますけれども、1605年に開府されたとか、昔、ター

ルとか鮭の輸出でもっていましたと。木材産業、あるいは皮革工業が盛んだったときもある。

それから、1930年代ぐらいから産業らしいもの出てきまして、紙パ、それから化学肥料、そ

れから1960年代に入ると、後でノキアになります会社の子会社で、電線ケーブル会社ですね。

この時点ではまだエレクトロニクスという業態ではないのですが、とりえずそういうものがよ

うやく、ちょっと重たい系の産業が出てくると。

今のオウル市は人口12万で、グラフの下の折線はオウル市の人口を取っていますけれども、

グレーターオウルでも20万ぐらいです。昔は、２万とか、村みたいな状況からぐーっとこう伸

びてきまして、先ほどの重工業みたいなところで伸びまして、ちょっとそういう既存産業が停

滞しまして、これでオウルに危機感がありまして、そこでオウル市役所なんかも動き始めてと

いうようなことで、1990年代は非常にハイテク産業も伸びて、これは人口で見ても仕方がない

のですが、人口にも反映されているというようなことです。

ソ連崩壊の後、やはりフィンランド経済は大いに打撃を受けまして、1993年が底なんですけ

れども、クラスターづくりという意味ではもう1970年代から始まっているのですが、そこから

大いに効果を上げたというのが1990年代だったというわけです。これは製造業の従事者の図で

す。ちなみに、細かいですが、上がマネジャーや研究者とかも含むクラス、下は工場の従業員

も含む話で、やっぱり上がふえているという話なんですね。

この図は失業率ですけれども、1970年代の後半にちょっと危機があって、やはりソ連崩壊で

グッと上がって、ハイテク産業振興は成功して下がっていった。ただ、下がったといっても、

相当高い失業率であります。というのは、先ほど見ていただいたように、北部フィンランド全

体からのさまざまな理由での人口流入がかなりオウル市にありますので、どうしても失業率と
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いうのはそう劇的には下がらないということです。オウルの失業率は、フィンランド全体より

も、２から５％ぐらい高めで推移していると。何だ、そんな程度かと見られるかもしれません

が、やはり、先ほど申し上げた北部フィンランドの中心都市であることでいろいろな理由で人

口が流れ込むというようなこともありますし、夫婦の一方が職につけないとか、高い教育を受

けそれに適した仕事を探しているというようなこともあります中では、大いに健闘していると

いえるのではないかと思います。

この辺の説明は飛ばしまして、流れは大体1993年をボトムにクラスターの成果で2000年をピ

ークに発展しています。オウル地域ということで、グレーターオウルで、製造業がどんな規模

なのかということだけちょっと見ておきますと、2000年がピークですが、製造業従業者数は、

もちろん製造業ですからいろいろなハイテク関係のサービス業とかは入っておりませんけれど

も、１万8,000人規模というような、そんなイメージでお考えいただければ。ただ、これは人

口がグレーターオウルは20万ですので、これ以外にもいろいろな、こういうサービス関係のと

ころにソフトウェアなどが入っていますし、全体としてはかなりのボリュームであると。しか

も、1993年のボトムと比較していただいても、かなり伸びているというのがごらんいただける

かと思います。この辺はハイテク産業に限った話で、1993年ボトム、2000年ピークというのが

よくわかるかと思います。売上高で見ましても、2000年は圧倒的にドットコムバブルみたいな

話で伸びておりまして、その後はちょっと落ちていますけれども、やはりかなりのレベルを保

っています。単位はユーロですので、日本円でいうと、製造業の売上高が１兆数千億円と、こ

んな話。

ようやく具体的な歴史の話に入るわけですけれども、先ほどの「イノベーション環境の改善」

というところから入るわけです。1958年に、新しい大学なんですけれども、オウル大学が設立

されまして、これも実はフィンランドの南部勢からさんざんな批判を浴びまして、北部フィン

ランドに大学は要らないとか、さんざんなことを言われて、ようやくできたということになり

ます。オウルのハイテククラスターの父と言えるかと思いますけれども、ユハニ・オクスマン

教授、この方はもともとは電離層の研究者で、地球物理学ですね。ただ、その関係で無線研究

をやっていた。それでたまたま電気工学科の学科長のなり手がいなかったということで白羽の

矢が立って、最初はしぶしぶこれを引き受けた。ただ、この人がクラスターのビジョナリスト

になるわけです。

そのオクスマン教授が、1966年の電気工学科の学科長就任演説で、エレクトロニクス分野の

重視を早々に打ち出したわけです。実はこの学科は、ここには書いていないのですが、最初の

設立目的はフィンランド北部に電力の電気技師を供給するという目的で設立されました。ただ、

もう設立の翌年には、早速、そこにはもう学生を送り込むような需要はないというふうに喝破

しまして、早々にエレクトロニクス分野の重視を打ち出したわけです。その次にやったことは、

これは非常に大ヒット作だったわけですが、1968年にマッティ・オタラという、当時、ノキア

の無線通信部長を務めていた人物ですけれども、この人を教授で引っぱってくると。この人は

たまたまオウル生まれで、そんな縁もあって、最初は非常に馬鹿にしていたというか、「オウ

ルに何をつくるんですか、高等学校ですか」とか何とかいうような会話もあったようですが、

オクスマン教授が説得していったわけです。このオタラさんが、ＥＥＩ、電気電子産業という
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ふうにオクスマンさんと２人で命名したわけですが、北部フィンランドで、うまくやればＥＥ

Ｉ分野で相当な数の雇用をつくれるのではないかということに気がつきまして、それでもうオ

タラ教授はありとあらゆるメディアに出まくって、北フィンランドのエレクトロニクス産業の

可能性を説いたわけです。

オタラさんもすぐに1971年に学科長になるんですけれども、ここでまたエレクトロニクスに

続いて、インフォメーション・テクノロジー、これはソフトウエアと考えていただいて結構か

と思いますけれども、フィンランドではかなり早い段階で重視路線を打ち出したわけです。実

は、フィンランドは、日本から10年おくれ、アメリカから20年遅れぐらいでエレクトロニクス

全般が進行していったわけですが、その中でやはり焦点の絞り方がモバイルのほうにいくわけ

ですけれども、オウル大学ではそれが早かったと思います。この図を見ていただくと、いろい

ろな研究室を電気工学科の中につくるわけですけれども、この応用エレクトロニクス研究室は

最初からありましたし、無線研究はオクスマン教授が電離層研究者ですので最初からやってい

ました。電気通信研究室が1973年、早いですね。これは情報工学ということで、このコンピュ

ーター工学研究室できたのは1980年で、必ずしも早くないのですが、1970年代の初めから研究

を強化し始めている。これらが非常に早い焦点の絞り方だったということが言えるかと思いま

す。

あと、もう１つの大きな役者として、オウル大学以外に、オウル・ポリテクニークという、

日本で言うと高専に近いかもしれませんけれども、非常に実学的な研究・教育をやるところが

ありまして、この学校の元は1894年にできていますから相当古いんですね。ただ、エンジニア

レベルの教育機関になったのは、1960年、すなわちオウル大学ができた２年後ですね。インス

ティテュート・オブ・テクノロジーという名前になって、それらしい名前になったわけですが、

シビルエンジニアリング、すなわち土木・建築と電気技師のコースを最初から持っていました。

つまり、オウル大学が電気工学科を作る前から、電気技師のコースは持っていた。あと、1973

年には、インスティテュート・オブ・テクノロジーの電気工学科の中で電気通信の教育も強化

された。これはちょうどさっき見ていただいた1973年にオウル大学でも電気通信研究所がスタ

ートしていましたので、それと全く同じタイミングです。それから、1984年にはソフトウエア、

これはオウル大学の動きからは４年ぐらいおくれますけれども、これは実はオウルから近いラ

ーヘというところで、ＩＴに情報技術に特化した別のインスティテュート・オブ・テクノロジ

ーがあったということにも関係しています。ここで言いたいことは、オウル大学だけががんば

っていたわけではなくて、オウル・インスティテュート・オブ・テクノロジーの教育・研究プ

ログラムもオウル大学に非常に平仄を合わせた形で強化されていったということであります。

また非常に重要なアクターが、ＶＴＴエレクトロニクス研究所になりますけれども、1974年

に引っぱってくるわけです。ＶＴＴというのは、もともと1942年にヘルシンキ工科大学から枝

分かれしてできた国立の応用研究所です。日本で言うと産総研みたいなものですけれども、そ

この、何とエレクトロニクス研究所を、ヘルシンキではなくてオウルに持ってきたという快挙

だったわけですね。当時のＶＴＴ全体の所長がペッカ・ヤウホさんというオウル出身の人だっ

たとか、ありとあらゆる北部人脈も駆使しながら何とか持ってきたと。今のＶＴＴエレクトロ

ニクスの所長にもインタビューしたのですが、彼は「例えて言えば新しい分野の研究所を東京
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ではなく札幌につくろうというようなものだったと思う」と言っています。要するに、東京に

つくる前に、札幌に新しい新産業の国立研究所をいきなりつくってしまったと。それぐらいの

思い切った策だったという話です。自然体ではとてもできなかった話です。

何でＶＴＴエレクトロニクスがオウルに来たかという話で、いろいろな人にインタビューし

ているんですけれども、北部の中にも他に候補地があったけれども、やっぱりオウル大学の研

究者の存在が大きかったということだと思います。そしてＶＴＴエレクトロニクス初代所長に

は、オクスマン博士がノキアから引っぱってきたオタラ教授が就任します。このオタラさんと

いう方は、天才技術者と言われていまして、かなり過激な言動でも知られているんですけれど

も、この人がオウル大学の中で、もう徹底的に企業のリアルなニーズに基づいた研究を学生に

やらせたということで、ＶＴＴに移ってからは、当然のようにその方向性をさらに強めた。あ

まりにそういう方向性が強かったので、ＶＴＴ本部と衝突したぐらいだったというインタビュ

ーもありました。彼は実は、いろいろな諍いがあって、1983年にオウルを去っているわけです

けれども、彼が所長を辞めた後も、このＶＴＴエレクトロニクス研究所は成長に成長を重ねま

す。成長の土台は、民間企業ととにかく一緒にやるという設立当初の1974年から出した方針に

あるということで、そういう土台をつくったのがオタラさんだということが言えるかと思いま

す。

オウル大学の研究分野の強化もそうなんですが、ＶＴＴエレクトロニクス研究所も、研究分

野の設定においてヘルシンキよりも戦略性に富んでいた。実は、ヘルシンキにも、オタニアミ、

つまりヘルシンキ工科大学のある場所に、ＶＴＴインフォメーション・テクノロジー研究所、

まさにＩＴですね、これがあるんです。ただ簡単に言いますと、ここよりも早いタイミングで

重要な分野、例えばエンベディッドソトフウエア（組み込みソフトウエア）というようなもの

を研究対象に取り込んでいったというような、オウル大学もそうだったし、ＶＴＴもそうだっ

たということが言えるかと思います。

肝心の企業の話がようやく出てくるわけですが、最初はハイテク企業はオウルには何もなか

ったということで、北部フィンランド全体で見ても、74キロ離れたラーヘにエリクソンの工場

があったとか、北極圏のあるところにサローラというテレビメーカーの部品会社があったとか、

これらも当時の地域開発政策に基づいて、補助金ねらいで進出したというような会社だけだっ

たわけです。ところがオウル大学の存在によって、いろいろなエレクトロニクス企業がオウル

周辺に根づいていくわけです。順番にいきますと、カヤーニというのは、オウルから200キロ

ぐらい南東に離れた都市ですけれども、ここに紙パ産業があったんですね。紙をつくるだけで

はなくて製紙機械もつくっていた。ここの紙パ産業である　カヤーニ社が多角化ということで、

あまりオタラ博士、オクスマン博士がエレクトロニクス産業の可能性を言うものですから、カ

ヤーニ社の会長がそのエレクトロニクス産業の可能性というのはどういうことかねということ

で、オタラ教授のところにいきなり電話をかけてきまして、その２時間後には、もうカヤーニ

のエレクトロニクス事業部がコンセプトとしては発足していたと言われております。

その事業部では、最初は、やはり紙パの技術、パルプ漂白測定機とか、こういうのをエレク

トロニクスを使ってやるとか、そのあと、紙パ関連だけではなくて、無線のＲＦＩＤとか、今

で言うといわゆるスマートカードとか、ああいうやつですよね。いろいろやりまして、それが
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実は、今のカヤーニやオウルのハイテク企業数社の母体になっていると。実は、1984年に、カ

ヤーニはエレクトロニクス事業から撤退するんですが、事業はいろいろなところに分散しまし

て、オウルにも根づく。もちろんカヤーニにも一部残っていますけれども、実はこのメッツォ

社というのは、今、製紙機械の世界最大のメーカーになっていまして、これがオウル大学との

エレクトロニクスの産学連携で競争力をつけたと、意外なところにオウル大学電気工学科の最

初のころの活動の成果が、大きな成果として育っているわけです。

オウルと言えば、ノキアのまちじゃないの、企業城下町じゃないのなんていうとらえ方をす

る人もいるのですが、半分は当たっていて、半分はそうでもないんですけれども、ノキアの無

線電話部というのが、これはさっきのオタラ教授が昔部長をやっていたんですが、これが何と

1973年にオウルに来るわけですね。理由はいろいろあります。ノキア系のケーブル工場がオウ

ルにあったとか、あと、大統領にどこでもいいから開発地域に行ってくれと要請されたとか、

要するに東部とか北部フィンランドに進出することを要請されたということです。

クオッカネン氏という、この人も天才技術者なんですけれども、この人がいなければ今のノ

キアはなかっただろうというぐらいの人ですが、この人はノキアの無線電話部がオウルに来た

ときの無線電話部長で、フィンランドの東部、カレリア地方の出身なんですね。同じ開発地域

でも、自分のふるさとの近くに行きたかったらしいんですが、当時のノキアのＣＥＯのファミ

リールーツがオウルにあったとか何とかいろいろ理由がありまして、とにかく部長であるクオ

ッカネン氏が気がついたときには、もう自分の部はオウルに行くことが決まっていたと。ちょ

っとやや不満そうでしたけれども、この人は今でもずっとオウルにいます。大活躍しています。

その人へのインタビューでは、この1973年の時点で、ノキアがオウルに来たのはオウルにとっ

ては宝くじに当たったようなものだと、はっきりそういうふうに言っていました。それももっ

ともな評価なんですが、ただ、さっきちょっとごらんいただいたように、1973年の時点では既

にもうオウル大学の電気工学科ができてもう８年たっているわけですね。その時点では、既に

エレクトロニクス、情報技術、電気通信を強化するという方向も出ていましたので、オウル大

学の中ではノキアが来る前にすでに準備を始めていたということが言えるのではないかと思い

ます。

その後、ノキアがいかにオウルでアンカー企業になっていったかということですけれども、

1970年代後半には、モデムとか、ＰＣＭとか、そういう新たな製品の生産も始めるわけです。

従業員は1978年には330人ぐらいになっていました。北欧で第１世代の携帯電話システムであ

るＮＮＴ方式が商業的には1981、1982年ごろからスタートするんですが、そのＮＭＴの開発が

1979年に始まりまして、オウルではハンドセットではなくて、基地局のほうの製品開発を任さ

れたということで、1980年代初頭に生産を開始、1980年代の半ばには、もうどんどん世界市場

に進出を始めまして、この基地局ビジネスというのが、オウルのビッグビジネス、ドライビン

グフォースになっていくということになります。したがって、ノキアは1980年代後半からアン

カー企業化したということになります。

実は、それだけではなくて、ハンドセットの開発と生産は南部のサロで行っているんですけ

れども、組み込み型ソフトウエア、エンベディッドソフトウエアと言われますけれども、大変

手間のかかる、かつ高度なソフトウエアですけれども、これの開発を1985年にノキアはオウル
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で始めるわけです。最初は３人で始めたということですが、後に1,500人という規模になりま

すけれども、これも1985年から始まったということです。また、ノキアは1980年代後半から、

ＣＤＭＡ研究、ちょうどＣＤＭＡの技術がアメリカのサンディエゴで開発されたころで、それ

にいち早く目をつけて、オウル大学とノキアの共同研究もオウルで始まったということです。

これらが１つの大きな転機になると思います。

ノキアの無線部長として赴任したクオッカネンさんは、1973年にオウルに来るんですけれど

も、何と３年後にはノキアを辞めまして、非常に個性的な方で、あまり自分の詳しくない分野

まで責任を持たされるのはかなわないということで、要するに、ケーブルを含めてノキアのオ

ウルでの全事業に責任を持てと言われたのに嫌気がさしたと言っていました。1976年にインセ

レ社という会社を起こしたり、大事なのは1978年のラウリ・クオッカネン社という自分の名前

をつけた会社ですが、これが携帯電話のハンドセットのキーコンポーネントのデュプレックス

フィルターを開発したわけです。それまでの携帯電話は単方向で、何かしゃへったら「どうぞ」

とか言って、軍隊式の携帯電話だったわけですが、これの部品の開発によって、初めて双方向

で会話ができる携帯電話が商品化されたというふうに言われています。これをつくったのがク

オッカネンさん。もちろん、発明というよりは、いち早く開発したということであったと思い

ます。

それからラウリ・クオッカネン社も数年で大きくなりまして、この人は社員が200名を超え

ると、もう経営に嫌気がさすということで、早速売り払いまして、それはノキアが早速買いま

したけれども、1986年にソリトラ社を創業します。これは基地局向けのフィルターなどの重要

部品を開発する会社です。これも大いに成功します。ちょうどさっき見ていただいたように、

1980年代後半から、ノキアの基地局ビジネスがアンカー企業化というか、出荷高のボリューム

がふえてゆきますので、これに乗っかって、大いに貢献した。このソリトラ社もあっという間

に成長しまして、それでまた嫌気がさして売りまして、あとはややマニアックなウルトラコム

社、ウルトラクレア社みたいなのをやっていまして、もう75、76歳だと思いますけれども、い

まだに現役のエンジニアです。ノキアがオウルに来たのは宝くじに当たったようなものだと本

人は言っていましたけれども、この人がオウルに来て、こういう会社を次々とオウルで、シリ

アルアントレプレナーみたいにつくったというのも、オウルにとっては非常に幸運だったと思

います。

あと、これもまた重要なプレーヤーで、1978年に、もう１つのアンカー企業と言ってもいい

と思いますけれども、ポーラー・エレクトロ社という、心臓のハートレートモニターの会社が

オウル大学の電気工学科のサュナヤカンガス教授によって創業されます。これはサュナヤカン

ガス教授がスキーをしているときに、ジュニアのコーチにこういう機器を開発してみてくれと

いうふうに言われて、学生と一緒に開発したということで、それを買ってくれる企業がなかっ

たので、しようがなくて起業したという、まさに大学発ベンチャーの先がけみたいなものなん

ですね。実は、この人はずっとオウル大学の企業教授という肩書を持っているのですが、やっ

ぱり企業の経営はそんなに甘くなくて、1980年代前半からは、もうほとんど、大学にはもうた

まに顔を出すぐらいで、企業経営に専念していました。二百数十億の輸出企業に割と早く成長

しまして、1992年ぐらいには大統領輸出賞をもらったりとか、いわゆるハイテク・オウルの広

専修大学都市政策研究センター年報　第３号　2007年３月〈 151 〉

139-182-研究会-笹野  07.4.4  5:00 PM  ページ151



告塔みたいな役割を負ってきた人です。この人は、先ほどのオタラ教授ほどではないですけれ

ども、いろいろなところに出かけていって、オウルの宣伝をしまくるというタイプの人ですの

で、オウルの広告塔みたいな感じの人がいたということです。

先ほど、1970年代後半に失業率が高まったという話を見ていただいたんですが、オウル市の

中でも、やっぱり何かしなければいけないという気運が当時醸成されつつありました。ただ、

当時はやはり社会主義的な、例えば産学連携なんてとんでもないという意見がありましたので、

まだオウル市もそういった企業のサポートはしにくかったということですね。

ところが、1980年には、アスポ社というのが1970年代の前半ぐらいからもうオウル大学との

産学連携の縁でオウルにいるんですけれども、その工場を1980年に拡張しまして、その竣工披

露の式典のときに、アスポ社のアンティ・ピーッポ部長が「オウルはシリコンバレーに比べる

と眠っているようなものだ。眠っているうちに発展のチャンスは去っていってしまうだろう」

というようなスピーチをしました。そのスピーチ対して、オウル市役所の代表のスピーチはと

りあえず反論するようなネガティブなものだったんですが、そのスピーチの翌日に、地域のあ

る種リーダーから、早速、エレクトロニクスビレッジ、これは後のテクノロジービレッジです

が、その建設の建議書がすぐに市長宛に提出されました。そのテクノロジービレッジの構想と

いうのは、実は1970年代の後半ぐらいからあったんです。その辺ぐらいから、オウル大学の研

究者とかＶＴＴの関係者の間で構想だけはあったんですが、その発言に刺激されまして、やは

りやろうじゃないかということで早速もう翌日に建議書が出まして、それを出したのはＶＴＴ

エレクトロニクスの部長と政府系の地域開発金融機関であるＫＥＲＡのオウル支部の代表の二

人です。後者は私の勤める日本政策投資銀行みたいなところですけれども、その人たちから出

たということで、早速このエレクトロニクス・ワーキンググループが設置されたわけです。

２回の委員会を経てテクノロジービレッジが発足するのですが、要は、エレクトロニクス以

外にも、いろいろ化学とか、紙パとかがオウルにはありますのでプロセス産業とか、そういう

いろいろな産業を取り込んだテクノロジービレッジにすべきだという話が１回目の委員会。２

回目の委員会で、そのテクノロジービレッジ社という、一応会社組織、第三セクターですけれ

ども、これで北欧初のサイエンスパークを運営しようという具体的なもくろみがスタートした

わけです。

その会社は1982年３月31日に、オウル市と民間企業が半々づつ出資して設立されるわけです。

このために、実は、詳しくご説明する時間がありませんが、実は、民間企業の経営の経験豊か

なセッポ・マキさんという人をオウル市役所に市長さんたちが引っぱってきた。それから、も

ともとオウル市役所の中にいるこのパーヴォ・シミラさんという非常に戦略家というか、能吏

ですけれども、この２人で、以後のオウル市の産業戦略を引っぱっていくわけです。

この会社をまずつくりまして、1983年から1987年に、矢継ぎ早にいろいろな産業政策のパッ

ケージを出すと。詳しく説明しませんけれども、オウル大学にリエゾンオフィスをつくったり

とか、もろもろの起業セミナーを開催したりとか。あと、重要なのは、「シティ・オブ・テク

ノロジー」というネーミングをここで打ち出すわけです。これは大ヒットしまして、その後の

オウルＩＣＴクラスターの評判の確立に向けての伏線となります。また、北欧初のサイエンス

パークであるオウル・テクノロジー・ビレッジ、通称オウル・テクノポリスに1988年の秋にゴ
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ルバチョフを呼んできました。実は、このテクノポリスというのは、オウル大学の隣接地にあ

ります。ＶＴＴエレクトロニクスもここに移転して、要は、そういう地域アクターを同じ場所

に集めたわけです。集め終わったのが1988年。会社ができるのは1982年ですけれども、1988年

春にＶＴＴも来ますので、全員来たところで、ゴルバチョフを呼んできて、大いにアピールを

すると、そういうことをやるわけです。

あと、オウルではＩＴだけではなくて、メディポリスという第２テクノポリスみたいなもの

も実はやっています。これはおもしろいんですけれども、大学病院と渡り廊下でつながってい

るインキュベーターみたいなのもやったりとか、もうありとあらゆる産業政策のパッケージを

セッポ・マキさんとパーヴォ・シミラ氏のコンビでやっていくわけですね。企業サイドは、先

ほど見ていただいた1985年のノキアのアンカー企業化に伴いまして、詳しくご説明しませんけ

れども、1985年にできたエレクロトビットという会社、それからＣＣＣという後にフィンラン

ドを代表するようになるソフトウエアメーカーとか、ＪＯＴオートメーション・システムが

1988年。さっきのラウリ・クオッカネンさんがつくったソリトラとか、こういうのがもう1980

年代後半にドドドッと創業されまして、こういうのがノキアのアンカー企業化を背景に、自社

の成長の基盤をつくっていくということです。

大事なのは、このノキアの、先ほどの組み込みソフトウエアの開発リーダーであったヴェイ

ッコライネンさんは、オウル大学を卒業して1980年代の前半はＶＴＴエレクトロニクスに就職

しまして、ノキアと共同で組み込みソフトウェアの研究に取り組み、その後、1985年にノキア

に請われて入社するわけです。この人がノキアに入ってからオウルで組み込みソフトウェアの

開発を３人でスタートして、あとは1,500人くらいまでどんどんふえていくんですけれども、

このヴェイッコライネンさんがノキアに入って最初にやったことは２つありまして、１つは、

ヘルシンキ周辺の知り合い、オウル大学卒のエンジニアに電話をかけまくって、これからオウ

ルのノキアで大いに仕事をふやすので帰ってこないかという話をするんです。それからもう１

つが、地元の新聞に、ノキアがソフトウエア開発のサブコントラクターを募集しているという

のを記事の形で出しまして、この人のそういう姿勢が先に述べた会社を育てることになるわけ

です。

この人は、実は、オクスマン教授、オタラ教授の愛弟子なんですが、サウナ・イベントとい

うのがありまして、フィンランド人にとってサウナというのは単なる健康法というよりは、交

流イベントみたいなものなんですが、そういうところで非常に大きな価値観の共有があったと

いうことですね。ちょっとここは飛ばしていきますと、これはオウル大学の電気工学科の卒業

生の累積数のグラフですね。1980年代の後半ぐらいには、ノキアのアンカー企業化が始まりま

すが、そのころには電気工学科の卒業生も数百人のレベルに達していたということで、オクス

マン博士も、ほぼ臨界点に達していたのではないかというような見方をしています。それがも

しもっと前のこういう時期であったら、まだやっぱり人材が足りないだろうと。1980年代の中

ごろにはこういう数百人レベルに達していたので、非常にタイミングがよかったというような

ことですね。

この図はノキアのオウルでの従業員です。こういうカーブですね、1978年、1990年、2000年、

2000年では4,500人。ここの部分は基地局の従業員の部分です。一方、この部分はさっきのヴ
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ェイッコライネンさんのソフトウエアの開発部隊ですけれども、これだけでも1,500人ぐらい

いますかね。すごいものです。３人で始めたのがこんなことになりました。

ノキアは、もちろん1990年代にモバイルに事業を集中していくわけですけれども、やっぱり

激しく成長したのは1990年代の後半ぐらいという話ですね。さっきのエレクトロビット社、ノ

キアのアンカー企業化で恩恵をこうむったというか、成長基盤をつくったエレクトロビット社

みたいなのも、基盤は1980年代からつくるのですが、やっぱり大きく伸びるのは1990年代の後

半ぐらいからというふうな形。それから、ネットホーク社というのは、1991年にノキアからス

ピンオフしました。スピンオフというと、同社の社長はちょっと違うと言うと思うのですが、

ノキアがリストラを行っていた時期に同社を立ち上げまして、やはり主に1990年代の後半ぐら

いから売り上げを大きく伸ばしてきたということであります。

1990年代に入りまして、オウル市役所に加えまして、オウル商工会議所が活動体の主要なア

クターとして加わってくるということで、幅広く地域の企業を巻き込んで、地域戦略を策定す

る。1994年からフィンランドはＣＯＥ政策というクラスター政策を始めるわけですけれども、

なんとオウルの成功をモデルとして、このＣＯＥが始まったということです。ですから、1994

年のときには、フィンランドの中でオウルの成功はもう確立したものになっていたということ

です。

起業環境の改善ということですが、1980年代後半からノキアがアンカー企業化しますので、

それが最大の起業環境の改善、すなわち「産業の生態系」の充実であるわけですが、それ以外

にもいろいろやっていまして、１つはベンチャーファンドですね。1994年と意外と遅いんです

けれども、これも実は1988年に前のベンチャーファンドを立ち上げたのですが、資本金が小さ

くて失敗するんです。そこで1994年に新たに割と大きめのファンドを立ち上げる。立ち上げ次

第2年で100社審査して10社出資し、その中から上場企業も出るなど、成功裡に運営されていま

す。

もう１つ、バーチャル・インキュベーターと呼んでいますけれども、オウルテックを1994年

に設立します。インキュベーター自体は1988年に、オウル・テクノポリスの中に設営されてお

りますけれども、要するに、日本で言うとインキュベーション・マネージャーの集団のような

会社をつくるわけです。そのような起業環境の改善などを含めての成果が、上場企業の出現と

いう形で出たのは、1997年ですね。PKCグループはノキアのケーブル事業を母体とするワイヤ

ーハーネスの会社です。Incapも1997年。先ほどのノキアに助けられた会社の１つであるＪＯ

Ｔオートメーション、これは1998年。そして、何とサイエンスパーク運営会社であるテクノポ

リスそのものが1999年に上場してしまうという驚くべきことをやっています。あとは2000年代

に上場した会社です。つまり、1990年代の後半ぐらいになって、ようやくオウル発の企業の中

から上場企業が出てくる。

これで財をなした人たちがビジネス・エンジェルと化していまして、最初のビジネス・エン

ジェルは、でハートレートモニターをつくったセッポ・サュナヤカンガス教授が1977年にポー

ラー・エレクトロ社をつくって、1980年代ぐらいからオウルの他の会社に投資活動をやるんで

すが、その人以外のビジネス・エンジェルは、1995年とか1999年ですね。特にJOTオートメー

ションの上場でお金をもうけたこのヴェイッコ・レゾネンさんとか、こういう人たちが1999年
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以降にビジネス・エンジェルとなりますので、そういうタイミングでオウルのビジネス・エン

ジェルが充実してきているという話です。

2000年にピークを迎えるという話で、産業クラスターの形成は一応一区切りということなん

ですが、その後は、一応、「成熟期」、あるいは「転換期」と呼んでいるわけですけれども、一

応ＩＴドットコムバブルがはじけまして、オウルもやはり影響をこうむるわけですね。その対

策ということもあるのですが、オウル・グロース・アグリーメントという新しい産業戦略をま

た設けます。これは簡単に言いますと、ＩＴ以外にも、ウェルネス、バイオ、環境、コンテン

ツとか、こういうほかの産業に、オウルのモバイル技術の競争力を活用して産業振興の波及を

していきましょうという話がメインになるんです。その戦略では数値目標をちゃんと置いて、

新しい会社を150社興すとか、新規雇用は6,000人とか、売上高増は15億ユーロとか、そして毎

年チェックして、先に進めると、こんなことをやっています。

まとめますと、最初のプロセスとして、「イノベーション環境の改善」が先立つという話で、

オウル大学、Institute of Technology、それからＶＴＴエレクトロニクスなどの設立や研究分

野の強化などがあり、それらが他のプロセスに後になって影響を与えていくということ。次に

「企業集積の進展」で、オウル大学との産学連携などをきっかけにしてオウル周辺のハイテク

企業が集積していく。カヤーニのさっきご説明した話、それから、似たような話で、オウル南

西のラーヘの製鉄企業もエレクトロニクス畑に進出した。そして企業進出の受け皿としてテク

ノロジービレッジを1982年につくって、1988年には、もう83社ぐらい集積があった。三番目が

「アンカー企業の出現」ですが、ノキアの無線通信部が1973年にオウルにきたのは宝くじに当

たったようなものであったかもしれないけれども、その後のノキアのアンカー企業化というも

のは「イノベーション環境の改善」が導いたんですね。それともうひとつのアンカー企業、売

上高は二百数十億円規模ですが、ポーラー・エレクトロは明らかに大学発企業です。その意味

ではこれも「イノベーション環境の改善」が導いたものと言えるわけです。

四番目が「起業環境の改善」です。三番目の「アンカー企業の出現」で「産業の生態系」が

豊かになりまして起業環境がよくなってきた。それに加えて、さっきのベンチャーファンドの

話、1994年ですね。あるいは、同じ1994年にインキュベーション・マネージャー集団であるオ

ウルテックの設立、これらで起業環境がかなり改善されていく。

五番目の「評判の確立」は、１から４番間でのプロセスが進むことによるアウトカムである

わけですけれども、オウルは、1980年代の終わりぐらいには、ゴルバチョフが来たりとか、か

なり有名になっていたのですが、やっぱり１つのピークは1994年のフィンランドのＣＯＥ政策

のモデルになったというようなことで、オウル発企業の上場企業は1990年代の後半から出始め

ますので、ハイテククラスターとしての国際的な評判が確立したのはやっぱり2000年だろうと

いうふうな感じです。

形成プロセス間に働く相互促進的な因果関係について。先ほど見ていただいた太い矢印です

ね。幾つかは検証できたというふうに思います。ちょっとこれは飛ばします。実は、ノキアの

アンカー企業化で、オウル地域における特許申請数も、ちょうどこの1980年代の末からバーッ

と伸びまして、ノキア関連以外もやや拡大していますけれども、これを１つのイノベーション

の成果とすると、アンカー企業の出現によってイノベーション自体も触発されてといるという
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ようなことですね。この辺は飛ばします。

形成期間全体を、「創成期」と「発展期」に分けて言っていますけれども、先ほどの「評判

の確立」の捉え方では、この分析ではＣＯＥプログラムが始まった1994年、これをもって「評

判の確立」まで一応一巡したというとらえ方です。つまり創成期が終わったと。1990年代後半

に大いに企業数が伸びたりするのですが、これは形成プロセスが一通り進んだことにより、さ

らに形成プロセス間の相互促進的因果関係が働いて、産業クラスターの形成に弾みがついて、

1990年代後半に企業の数などが伸びると、そういうとらえ方ができるのではないかと考えてお

ります。2000年が１つのピーク。2000年の後は、「成熟期」もしくは「転換期」というふうな

とらえ方をしております。

「活動体」の担い手の話は、大体お感じいただけたと思うのでちょっと飛ばします。最初は、

オクスマン教授とオタラ教授の北部フィンランドの電気電子産業ビジョンなんかの話から始ま

ったわけです。

次は、米国オースチンです。

オースチンは、さっき見ていただいたように、地方政治の町が大学を核にハイテククラスタ

ーをつくったという意味では、オウルと非常に似ています。形成プロセスの進む大まかな順番

も大体同じような感じです。大学自体は、かなり前からあるんですが、転機は1966年ですね。

オウル大学の電気工学科は1965年ですが、似たような動きなんですが、コンピュータサイエン

ス学部というのをつくります。この年に、コズメスキーさんという、テラダインの共同創業者

でハーバードの経営学博士を取られた方が、ビジネススクールの学長になって、オースチンに

やって来るんです。この人が何年かいるうちに、うまくすればオースチンは大化けするぞとい

うことに気づきまして、その後一貫してオースチンのビジョナリストとしての活動を始めるわ

けです。1977年に、これもご存じの方は多いと思うのですが、ＩＣスクウェアという大学付属

の戦略研究所、「シンク・アンド・ドゥ・タンク」なんて言っていますけれども、これをつく

るわけです。ここが一貫してオースチンの戦略の活動体の中心になっていくわけです。

やはり大きく飛躍したのは、この1983年の技術開発コンソーシアムであるＭＣＣですね。日

本に対抗するために設立されたと言っていいと思いますが、マイクロエレクトロニクスとコン

ピュータの分野で、こういうナショナルプロジェクトを立ち上げたと。このプロジェクトに対

しては、もう全米各地域による争奪戦が繰り広げられまして、オースチンは活動体によるきわ

めて熱心な活動で、かつ、戦略勝ちというようなところもありまして、周辺のテキサスのいろ

いろな都市と競争するのではなくて手を組みまして、オースチンに持ってきたと。これでオー

スチンの企業集積に弾みがつくわけです。

何と、その後、1988年に、あの有名なセマテックが、これは半導体の回路設計から半導体製

造プロセスにターゲットを変えていったわけですけれども、このセマテックまでオースチンに

来るということで、あっという間に周辺にハイテク企業の集積が進むわけです。これらが「イ

ノベーション環境の改善」であるというふうに、もちろんその後もいろいろ手が打たれますが、

オースチンの場合は言えると思います。企業集積が、ＭＣＣとかセマテックが来る前、ナショ

プロが来る前も、やっぱり先ほどのコンピュータサイエンス学部が1966年にできていますので、
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ちょうどＴＩ（テキサスインスツルメンツ）とか、ＩＢＭとかが来るわけですね。こういうの

がオースチンに来始めて、そしてＭＣＣ、セマテック、ナショプロが来た後、企業進出が加速

するわけです。これは本当にＩＢＭのソフトウェア開発のビッグプロジェクトが来たり、スリ

ーエムが来たりとか、そういうことです。

なおかつ幸運であったのは、有名なデル・コンピュータが、これはほとんど偶然に近いと思

うのですが、もちろんオースチンにはパソコンのヘビーユーザーが多かったということはあり

ますが、ＵＴオースチンの学生だったデルがこれをつくった。これも大きなアンカー企業にな

っていくわけです。オースチンにおけるアンカー企業の登場は、私はオウルには２回行ったの

ですが、オースチンには去年の12月に１回ということもあって、オースチンのアンカー企業は

まだ調査中です。ただ、テキサスインツルメンツとか、ＩＢＭとか、デルとか、この辺がアン

カー企業であっただろうというふうに思っています。それでどういう企業が育ったのかという

のは、これから調査をするということです。

そういう「起業環境の改善」、「産業の生態系」の豊饒化が当然あったわけです。それ以外に

も、ＩＣスクウェアという戦略、シンク・アンド・ドゥ・タンクがありますので、このムー

ト・コープというのは、今、世界でも非常に有名な、大学主催のビジネスプランコンテストで、

そういうのを1974年から始めたとか、あと、ベンチャーキャピタルは、結構早いですね、1984

年につくっています。1989年に経済がやや沈滞するのですが、こういうキャピタルネットワー

ク、つまり資金調達のネットワーク、あるいは同じ年にインキュベーターをつくったりして、

この頃からオースチンにおけるハイテクスタートアップの数がふえていくということで、1995

年には、年間100社とか、ちょっとオウルとはやや桁が違いますけれども、そういう話になっ

ています。ですから、ＭＣＣが来たのが1983年ですので、1995年にはそういう状態ができてい

るということで、ナショプロが２件も来ていますので当然と言えるのかもしれませんけれども、

かなり早い展開となっています。

「評判の確立」のほうですが、やはりナショプロが２件も来ているということで、やはりコ

ンピューター、半導体関係のメッカであるという位置づけができ、加えてデルまでいた。デル

が生まれたというのはやや幸運に近いと思いますけれども、もちろんＩＢＭのソフトウエアの

コンピュータの研究者なんかがこぞって1983年にオースチンに来ていますので、そういううる

さ方のコンピュータのヘビーユーザーがたくさんいるというのが、もちろん１つの背景にはな

っているとは思います。

あと、活動体の主要なメンバーとしてはコズメツキー博士とICスクエアのほかには、オース

チンの商工会議所ですね。これがアドバンテージ・オースチン・キャンペーンにより、かなり

露骨にシリコンバレーから企業を引っぱってくるわけです。アメリカンエアラインなんかの路

線もサンノゼからオースチンに引きまして、1980年代の中ごろから10年くらいで相当引っぱっ

てきた。シリコンバレーは物価が相当上がっていましたので、オースチンは生活環境もいいし、

物価が安いですよ、しかもハイテクイノベーションの環境は抜群ですよと、引っぱってくるわ

けですね。ついにはシリコンバレーから、いろいろなこういうサポーティングビジネスみたい

なのも来たりとか。それとやはり、エポックメーキングな話は、このオースチン発企業のチボ

リです。もちろんデルもそうなんですが、このチボリはオースチンのインキュベーターで手塩
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にかけて育てられたようなところもありまして、これが1995年にＩＰＯをしまして、この後に

もＩＰＯが続出するわけですが、このチボリのＩＰＯでオースチンは企業文化が根づいた地域

としての認知は得たということで、このあたりが「評判の確立」の最初のピークかなという感

じです。

やはり1990年代後半に、こういう話もありますけれども、非常に企業数がふえていく。やは

り2000年がピークなんですね。2001年以降は、この「エンビジョン・リバース」という、過去

の成功の再現みたいな話が出てきます。オースチンでも、ドットコムバブルがやはりはじけま

して、何とかしなければと、こういう話を始めたりとか。セマテックは、インターナショナル

セマテックに2000年になるのですが、2002年にどこかほかの地域に誘致されてしまうのではな

いかというような話で、慌ててインセンティブを用意したり、いろいろこういう活動をしてい

ます。

ＩＣスクウェアの活動を終始引っぱった、コズメスキーさんが2003年に亡くなったというこ

とで、名実ともに、オースチンも１つの時代は終えたのかなという感じがしております。

まとめですが、オウルと、オースチンを比べたときの大きな違い。プロセスは、先ほどの

「イノベーション環境の改善」から始まって、「評判の確立」まで大まかな順番はほぼ同じよう

な進み方をしています。オースチンのほうが進み方が速いですが、順番としてはほぼ同じです。

違う点としては、アメリカ特有の人材と企業の流動性というか移動可能性の高さ、企業と言っ

ても、ここでは工場ではなくて本拠地という意味ですけれども、これが動くときは本当に動い

てしまうということで、先ほどのアドバンテージ・オースチン・キャンペーンじゃないですけ

れども、ＭＣＣとか、そういった影響力の大きいプロジェクトを梃子に、あっという間に、人

材とか企業を引っぱってこれたというところが、すなわちスピードの速さが、オースチンの一

つの特徴かと思います。

「アンカー企業の出現」については今調査中ということですが、オウルの場合とちょっと違

って、アメリカの場合、世界都市システムとかそういう議論の中でも、あるいは言葉１つをと

ってみても、かなり世界の市場に近いというところがあると思うんです。アメリカで、別にシ

リコンバレーが中心であるわけでもないし、ニューヨークが中心であるわけでもないし、飛行

機の便をとってみても、オースチンはハイテク地域としてのスタートは遅いですが、そういっ

た世界市場からの距離という意味で、かなり近いというか有利な感じがしております。ここは

ちょっとまだきちんとやっていないので言い切れないんですけれども、オウルの場合、やはり

ノキアとか、ポーラー・エレクトロとか、そういうアンカー企業が、国際化という意味でもや

っぱり突出をしていまして、彼らが世界から需要を引っぱってくると。そういうのを揺り籠に

して、ハイテク企業が、少なくとも最初の５年や７、８年ぐらいの間は育っていくというのが

ありまして、今はもちろんそうした企業も自立した国際企業になっていますけれども、そうい

うところが米国の場合とやや違うのかもしれないと感じます。

あと、「活動体」の中心という話で、オウルでは最初は大学人から初めて、次第にオウル市

役所の人が加わって、それにオウル商工会議所とか、ノキアに育てられたハイテク企業の人と

かが加わって、どんどん活動体に加わる地域アクターの層が広がっていくわけですね。そうい

う感じで、１人の人が最後まで活動体を引っぱるということがオウルにはないわけですけれど
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も、オースチンの場合は、最後までこのコズメスキーさんが引っぱったというのが、特徴とい

うか、そういうふうにも言えるかと思います。

（原田） ものすごい膨大な内容ですので、この時間で終わること自体がほとんど不可能だとは

思いますけれども、簡単に私がまとめれば、前段の、いわば一般クラスター形成のメカニズム

を、レジュメで言うと、32、33ページあたりでしょうか。その後はフィンランドのオウル、北

欧と米国オースチンの話。ただ、これはどうなんでしょう。どういう順番でやったらいいんで

しょうか。冒頭のご説明の中でも、演繹的に仮説を立てたという話からすると、事例のほうか

らいったほうがいいんでしょうか、この議論の進め方としては。

（福島） ちょっと逆に聞きたいことがあって、ありがとうございました。ここまで具体的に外

国の事例を具体的な事実を踏まえてこれをやるというのは大変なことだと思います。私は日本

の大学発ベンチャー政策をいろいろ思い浮かべながら聞いていたんですけれども、このオウル

の例で一番印象的だったのは、オウルの成功を見てフィンランドの内務省なんかが動き始めた

と。ですから、日本の場合とまさに逆なんですね。日本の場合には、文科省なり、経済産業省

なりが、外国のシステムを移植しようと、まず国が「さあやれ」という感じでやってきて、う

まくいかないところなんですけど。ここの場合は、明らかに地域がそうだと。要するに、もう

地域分権といいますか、政策として見れば、明らかに地域がまず自立して何かを始めて、それ

を見て国がほかに広げるという感じですよね。理解の仕方としては、そういうことでいいんで

すよね。

（笹野） そうです。

（福島） やっぱりそういう地域の自立した政策というのが、こういう成功の１つの要因にもな

っているのではないかと僕は言いたくなるのですが、その辺はいかがでしょうか。

（笹野） そうですね。私もちょっとフィンランドの地域政策を体系立ててちゃんとやっていな

いものですから、印象論になってしまうんですが、もともとフィンランドは人口が500万人そ

こそこですし、もともとのシステムが非常に分権的にできています。資源（リソース）が限ら

れているというのもあると思いますが、基本的に、国があって、一応県みたいな中間な形のプ

ロビンスというのがあるのですがそれは実体があまりなくて、基本的な行政単位としては市や

町があります。

（田中） 国の次は市や町なわけですね。

（笹野） そうですね。基本的にはそんな感じですね。もともと自立的といいますか、分権的な

システムになっている上に、先ほど申し上げましたように、彼らは「開発地域」と言うんです

けれども、北部、東部などへの企業立地にかなりインセンティブを与えまして、開発を促進す

るという中央政府のそういう後押しもありまして、ノキアも協力した。そういうふうなことは

あります。あと、地域の危機の話という意味では、私も本当に日本の具体的な地域の話と比べ

ていろいろ考えるのですが、やっぱりオウルの場合は、何でここまで熱心に戦略的にやったか

ということです。クラスター論では危機感の話はよく言われるんですけれども、オウルでは、

狭い意味で言うと、1970年後半の既存の重たい産業で雇用減があって、何とかしなければとい

うのも危機感なんですが、もともとの自然条件で、非常に寒いですし、冬は太陽が３、４時間
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ぐらいしかのぼりませんし、このオタラ教授が言っているんですけれども、要するに、北部フ

ィンランドでは、南部フィンランドみたいに観光で稼ぐわけにもいかないし、何か外に打って

出ないと、産業を起こさないと、それこそオウル大学には、神学部だけ設けて、みんな、死ぬ

前に祈るしかないんじゃないかみたいな、そういうレトリックで、要するにもう何かやらない

とどうしようもないでしょうという、非常に強い問題意識がまず大学人の中にありました。そ

の問題意識をベースに新しい産業のための技術の研究教育、企業との産学連携などが1960年代

後半、1970年代で行われてきまして、ちょうどそれに乗っかるような形で、1970年代の末に、

既存産業での失業率のアップみたいなのがあって、オウル市役所が全面的に新しい分野での産

業振興に乗りだしてくるというプロセスを経ています。

あと、オウル市役所の、さっき１人しかご説明しませんでしたけれども、パーヴォ・シミラ

さんですね。本当に本人から話を聞けば聞くほど、こんな有能な自治体の産業政策マンがいる

のかというぐらい。フィンランドの場合は、もちろん彼は経済学科を出ているんですけれども、

要するに、もう全員マスターレベルということになっていますので、レベルも高いのかもしれ

ませんけれども、非常に優秀ですし、そういう人たちが本気になって、ありとあらゆることを

やっているということです。ちょっと話がご質問とそれてしまったかもしれませんが。

あと、もう１点言いますと、彼らはオウル市役所主導でやった北欧初のサイエンスパークの

オウル・テクノロジー・ビレッジ社は、今はテクノポリス社ですけれども、彼らが1982年に、

イギリスとか、いろいろな事例を調べましてサイエンスパークを作るんですけれども、彼らは

最初から、「新企業・新産業をの火をブローアップすること」、そこに焦点を絞っていて、いろ

いろな他地域の事例を調べるのですが、どうもほかの地域のサイエンスパークではそれに適し

た形にはなっていないということに初めから気がついていまして、そのためには何が必要かと

いうことも、自前であらゆる手を講じていくわけです。そういう、非常な危機感、それから強

くて明確な問題意識、それに対して手づくりで戦略を打っていくというプロセスで1980年代は

ずっときまして、そのころは、オウル・ミラクルとか、オウル・フェノメノンとか、そんなこ

とをフィンランド国内では言われておりました。ミラクルと言われるとオウルの人は怒るんで

すけれども、少なくともオウル・フェノメノンということで有名になっていますね。それにフ

ィンランド内務省が目をつけてというか、そういうプロセスだったわけです。ですから、やっ

ぱりフィンランドの場合は、もともとそういう地方の自立の姿勢というか、危機感というのか、

そういうのがもともとかなり強いと思います。

（原田） だから、大学人が地域経済に大きな関心を持っているというのは、そういうところが

あるんでしょうね。

（笹野） ええ、そうですね。

（望月） ノキア全体の中で、オウルが占めることというのは研究開発機能ですか。

（笹野） そうですね。ハンドセットの方は組み込みソフトウェアなどの研究開発機能だけなん

ですけれども、基地局のほうは、研究開発だけではなく製品もつくっています。

（原田） その波及効果が地域のほうに後方連関を起こしているはずだということですか。

（笹野） そうです。少なくとも、物をつくっていると、必要とする部品も多い。そういう産業

の生態系を豊かにする効果があると思います。雇用や付加価値ではソフトウエアのほうもかな
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り生み出していると思いますが。

（田中） 研究開発機能だけですと、なかなか地域への波及効果が出てこないと。

（笹野） そうですね。

（助手） 製造のほうもかなりあるはずだということなんですが、スライドナンバー47だと、オ

ウル市の産業別雇用者数のところを見ると、確かに1975年が9,712人なんですよ。それが2003

年を見てみると9,650人で、製造業はむしろ減っているんです。

（笹野） オウル市だけで見るとそうですね。

（助手） 恐らく研究開発機能で、スライドナンバー69のノキアにおけるオウルの従業員数を見

てみると、4,000人ふえているんですよ。そうすると、その4,000人というのはどこへいっちゃ

ったかのというと、もしかするとコミュニティ社会福祉か何かのところで、だから、事業所別

で統計をとっていると、製造業ではなくて、むしろサービス業のほうのいっている可能性はあ

るかと。

（笹野） そうですね。確かにオウル地域で見ますと、これは新しいですね、さっきおっしゃっ

たのは、もっと古いところと比べたときでしたよね。

（助手） 1980年と比べてみると、そんなに変わらないんですよ。

（笹野） 1980年で8,486人。1990年だと7,728人台、ボトムの1993年では6,275人と、この辺は一

旦減って、その後増えていますよね。

（福島） それは統計上の問題だと思うんですが、数ですね、地域で、もしかすると製造業に影

響を与えたかもしれないというオールオウルからすると、製造業は1975年と比べるとほとんど

ふえていないので。

（笹野） そうですね。ただ、グレイターオウルであるオウル地域のデータで見たほうがいいと

思うんですが、一応データがとれる1990年は、オウル市のデータよりも新しくなってしまいま

すけれども、1990年１万2,000人台、ボトムの1993年の約10,000人から、ピークの2000年には約

１万8,000人ぐらいにはなっています。

（望月） オウル地域全体で見てみると、ノキア効果というのはかなり顕著になっていますね。

（笹野） そうですね。

（田中） これは地域ＧＤＰというような形で、どのぐらい増加したかというような経済的な波

及効果みたいな調査というのはあるんですか。

（笹野） いいデータというか、もう基本的な統計データがなかなかなくてですね。

（原田） ないでしょう。だから、ほかのデータから見るしかないわけですが、スライドナンバ

ー42の人口は、これはオウル市だけなの。

（笹野） これはオウル市だけですね。

（原田） 地域をひっくるめてクラスターを強化するというと、42ページのオウル市だけのがあ

って、オウル経済圏全体のこういうような指標があって、はじめて経済波及効果、クラスター

効果が検証されている。これがちょっとないので、効果が。

（笹野） そうですね、ちょっと従業員とかだけでは、なかなか。（注：その後、完成稿ではオウ

ル地域の人口データや一人当たりデータ等の動き補強。）

（福島） もう１つ気になったのは、スライドナンバー47でコミュニティ社会福祉サービスの従

専修大学都市政策研究センター年報　第３号　2007年３月〈 161 〉

139-182-研究会-笹野  07.4.4  5:00 PM  ページ161



業者の全体に占める割合で、1975年で３分の１、2003年で約５割なんですね。多分これは福祉

国家の特徴があらわれている。感想としては、製造業よりも、そういったもので食ってきてい

るのか、そういうので食っていたのかという気もするんです。

（笹野） そうですね。この中身はオウル地域で見ても増えていますからね。グラフで見ても、

オウル地域の、コミュニティ・社会・福祉・サービスは、この青い部分なんですね。

（原田） 専門サービスはここに入っているんですね。

（笹野） 入っています。

（原田） 個人向けサービスと事業所向けサービス。

（笹野） 両方、この青に入っています。

（原田） 事業所向けにソフトウェアだけやっているところは、事務所向けサービス。

（笹野） そうですね。

（君嶋） それと、さっきのオースチンとの比較でちょっと印象的に感じたのは、オウルではフ

ァイナンスのところは、あまり最初のときには動きがなかったようですよね。

（笹野） ええ、そうですね、1988年が最初です。

（君嶋） オースチンは、どちらかというと、何か割と早いうちからお金のほうが伸び出したと

いうか、ついたというか、詳細がなかったからわかりませんが、何かそういう乖離みたいなの

がありますよね。

（笹野） ええ、ありますね。恐らく、これははっきり確認をしていないのですが、やはりコズ

メスキー博士のICスクウェアができて、ここはもう本当にシンク・アンド・ドゥ・タンクとい

うことでずっと戦略を出し続けていますので、1983年のMCCを引っぱってきたというのが、

最初の大きな成果だったと思うのですが、やはり当然ハーバードのビジネススクールで博士を

とられて、テラダインの共同創業者で財をなしてビジネススクールのディーンになった人です

ので、ハイテク企業にとっての資金調達の重要性をわかりすぎるほどわかっているので、そう

いう問題意識から、割と早めにできたのではないかというふうな印象を持っています。

（望月） 1980年代のアメリカは石油産業、要するにテキサスですので石油産業はあったはずな

んです。それがオイルショックがあったというので、こういうふうにやろうとしたというのが

根本にあるのかなと思いました。

（笹野） そうですね。その話は、たぶんおっしゃるとおりだと思うんです。ただ、自分の中で、

昨年末の出張は頭出しの調査のつもりで行ったものですから、インタビューの数も４、５カ所

と少なくて。歴史に詳しい人が少なくて、そういう話は出ませんでしたけれども、確かに、時

代環境としては当然あると思いますね。

（望月） 多分ヒューストンなんかもそうでしょうし、ヒューストンから見るとサンアントニオ

とオースチンを一つの地域として見ていたはず。州都であるオースチンという場所での、近隣

の地域と協力した全く新しい産業の振興として見たほうがいいような。

（笹野） そうですね。まさに今おっしゃったサンアントニオとの共同作戦を張りまして、ナシ

ョプロであるMCCの誘致に成功したわけです。大学のほうはオースチンにＩＴ関係の学部が

あるということで、オースチンの方にうまく引っぱってこれたと。

（望月） オースチンは住環境はいいですか。
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（笹野） ええ。

（望月） 住環境がいいので、企業を誘致するのに有利であったとか、そういうことはあります

か。

（笹野） そうですね。これはたまたま、住環境をよくするためにということではなかったと思

うんですけれども、セントラルテキサスダムという、川を堰き止めてダムをつくりまして、

1950年代ですからかなり前なんですけれども、それで７つの湖ができまして、それがもう圧倒

的にオースチンの生活環境を、近隣の素晴らしい自然環境という意味でよくしたというふうに

言われています。そのほかにいろいろ、ライブミュージックの世界首都かいうのを1991年に打

ち出しています。もともとそういう音楽とか、どちらかというと、州の首都で大学街でもあり

ますし、工業都市ではなかったということもあると思うんですけれども、人口の流入が入れか

えも含めてかなり激しいということで、大学の先生方は非常に視野も広いですし、目が世界に

向いていますし、そういうマインドが非常にオープンなところですね。そういうふうな気風が

あるというふうなことを商工会議所の人も言っていました。そういうのも魅力としてかなりあ

ると思います。

（原田） オウルのほうは住環境はどうなんですか。

（笹野） 住環境は、もちろん北極圏に近いですのでかなり寒いんですが、あと日が照りません

ので、冬は憂鬱になるそうです。去年の６月と11月末と２回行ったんですけれども、そういう

意味で厳しいものがありますが、ただ、例えば中心市街地の住環境とかいうのは、アルヴァ・

アールトというフィンランドでは非常に有名な建築家がメインの街区の建物の設計をしまし

て、すごく機能的ですし、きれいですし。

（原田） 技術者が気に入りそうだというのがありますか。

（笹野） そうですね。大学人の方とか、ハイテクの技術者の人には、すごく好かれるのではな

いでしょうか。もちろん寒いというのは別にしまして、それさえ厭わなければ。私も１年ぐら

い行ってろと言われたら、喜んで行こうかなと思っています。

（福島） あと、ブラジルのクリチバというところ、サンパウロとかリオは、最初は企業が来る

んだけれども、特にヨーロッパからくる企業が、サンパウロ、リオは犯罪が多いし暑いし住め

ない。内陸のクリチバというところは少し温度も低いし、それからたしかヨーロッパ系の移民

がいますから、ものすごくきれいな街です。そうすると、サンパウロとリオにある企業が内陸

のクリチバにどんどん移っていく。それはヨーロッパテイストからすれば、安全できれいな街

のほうがいいと。産業の中心であると同時に住環境も、都市のデザインがいいとね。

（原田） 産業クラスターの形成のメカニズムということで、フィンランドと米国の例をご紹介

いただいたんですが、基本的に、これが成功するという視点からいったら、お話しいただいた

ように、かなりいろいろなキーパーソンがいて、人的資源がやはり多い。しかも中心になる人

がかなり熱心にやっている。なぜそのような熱心さが生まれてくるのか、関心があります。ま

た日本の地域でそういうことが出来るかということにも。

（笹野） そうですね。私の調べたオウルとオースチンでは、たまたま最初のビジョンを打ち出

したのが大学人ということだったわけです。 きょうは話す時間がなかったんですけれども、

オクスマン博士はフィンランド南部の生まれなんですが、実はフィンランド北部に非常に縁が
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ありました。自分の父親が画家で、南部で失業していたんですけれども、ロヴァニエミという

北極圏の街で仕事を見つけたわけです。その後、そこでも失業したりとかそんなこともあって、

息子であるオクスマン氏は高校生くらいの時から北部の失業問題には非常に強い問題意識を強

く持っていましたし、父親や家族は北部フィンランドから恩を受けたという思いもあったそう

です。私は大学人の方というのは、基本的に、別に悪い意味ではなくて、コスモポリタンです

ね。基本的に、専門分野で全世界の研究者と対峙してやっていらっしゃる、目が基本的に世界

に向いている、地域ではなくて。むしろそうあるべきではないかと思っているのですが、ただ、

たまたまオクスマンさんなんかは非常に強い地域振興、地域の雇用問題への問題意識があって、

やっぱりオウル大学の学生もいっぱいにしたいけれども、いっぱいにするだけではなくて、学

生の就職先をつくらないといけないと、やっぱり非常に強く思っているんですね。オタラさん

が母親の疎開先のオウルで生まれたことを見つけ、運よくノキアからオタラさんを引っぱって

これたというということで、２人して北部フィンランドの電子電気産業の振興ビジョンをサウ

ナに入りながら意気投合するわけです。１つの目的は、大学の方向性という意味で、大学の生

き残り策という意味でもあったかもしれませんけれども、それ以上に卒業生たちの就職先を北

部に作るという目的で電気電子産業の振興ということを打ち出したわけです。初めからそうい

う強い意識がなければ今のオウルはなかったと思うんですけれども。

オースチンの場合は、たまたまそこに財を成したコズメスキー博士がビジネススクールのデ

ィーンとして来て、ここはうまくするとハイテク地域としていけるぞ、というビジョンが湧き

やる気になったということで、これはどちらかというと、先ほどのお話のように危機感もあっ

たと思うんですけれども、やっぱりどちらかと言えば、そういう潜在的なチャンスを生かす、

アメリカ的かなとは思いますけれども、そういうチャンスを生かす発想でどんどんやっていく

ということだったと思います。

チャンスを生かす発想と、危機意識を背景にした雇用創造のための地域産業振興の発想の、

無理に分けると両方がありますし、その両方とも大事だと思いますが、日本の地域の場合、チ

ャンスを生かす発想で取り組む場合、なぜそれをやらなければならないかということがわかり

にくい部分があり、地域が一枚岩になりにくい部分があると思います。具体的な地域で思い浮

かべてもそうですし、それでも優れた研究大学を持つ地域などでは潜在的なチャンスに気が付

いた人達から率先して取り組むことが大事だと思います。一方、危機感を背景にした地域は、

もともと地域資源が相対的に不足しているケースが多いのですので、その分苦戦するでしょう

が、地域がまとまり易いというメリットを活かして、クラスター形成に必要な地域資源を強化

するということを含めて活路を開いていかねばなりません。日本の地域の場合、どちらかと言

えば後者にあてはまるケースの地域の方が多いと思いますが、その方が地域のまとまりの力が

出やすいわけですので、それを活かして頑張ってほしいと思います。その際にはやはり地域が、

地域自身で戦略を練ってのぞむことが重要だと思います。

〔了〕
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